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1..はじ め に
近年わが国において所得や資産の格差拡大の問題が注 目されて.きた。ζのような格差拡大
は、高齢化に.よる見せかけであるという主張 もあるが、財政の主要な機能である再分配効果
について見つめ直 し、どのようにその効果を確保するかは重要な.課題であろう.。
そのような中で、本論文.は."租税一移転支出"の概念に注目する』.こ..の.L'租税一移転支出"
とは、租税制度と移転支出.制度による所得移転.を統合 し.た状態で.あり冨税制と移転支出を別
個に行 うの.ではな.く、むしろ税制内で内生的に移転支出.を行.うことを意味してい.る6言い換
えれば、租税一移転支出の概念は、負の所得税の概念 ともいえよう。.この概念を明.示的に取
り入れた最適所得税論のフレームワークにおいて、租税 一移転支出の理論的分析が欧米を中
心に近年盛んである。また制度面においても英米を中心として、負の所得税の概念を取 り入
れた移転支出制度 または勤労税額控除制度が導入、発展 しており、その実証研究も多く行わ
れてきている。
こ.のように租税一移転.支出は、欧米諸国では注 目さ.れてきたが、わが国においてこのよう
な租税一移転支出の制度は導入 されてお らず、またその研究 も多くないのが現状である6そ
こで本論文では、租税一移転支出の構成要素である所得税制 と移転支出制度.(生活{呆護制度)
について実効税率の観点からその実態を検証す る。.その上で、現行所得税制と生活保護制度
の問題点を指摘 し、わが国にお.ける勤労税額控除制度の導入の意義について考察することを
目的としている。
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実効税率 とｫ.法 定税率ではなく、各種控除や特別措置を考慮 した後の負担税率と定義さ
れ る。実効税率に注目することで、各所得階膚が真に直面する税率.を明らかにす ることがで
きる。なお、租税一移転支出の制度は、主に低所得層についてどのような支援 を行うかをそ
の検討項 目とするので、本論文でもその対象は低所得層の実効税率に限定 している。
次節以降の展開について説明 しよう。2節では、租税一移転支出の理論 と実際について、
負の所得税の考え方と現実の制度について簡単に概観する。3節では、わが国の"租 税一移
転支出"の現状と計算方法について説明した後で、実効税率を計測す る.ま た計測結果から
の問題点についても整理する。4節ではご生活保護制度の実態を明 らかにす ることで,わ が
国における租税一移転支掲制度、特に勤労税額控除制度の導入を展望する。5節では、結論
とともに今後の研究課題を提示 している。
2.租税一移転支出の理論 と実際
2.1租 税一移転支 出の理論
租税一移転支出の理論的背景としては負の所得税の考 え方があげられ る.負の所得税は税
制内での内生的な移転支出である。より具体的に言 うと、所得が低い時 には、税よりも政府
からの受取(税 の還付)が 超過するが、その受取額は所得の増加とともに減少する,所 得が
ある一定額(損 益分岐点)を 超えると所得税負担が発生 し、その後は所得の増加 とともに税
負担額が増加 していくもの と描写できる。
このような負の所得税の考え方の背景には、従来型の税制及び社会保障制度が、課税最低
限以下の人々に対して100%の限界税率で課税 しているに等 しいという批判がある』例えば、
生活保護のようにある一定の所得水準を保障 している場合、その所得水準以 「の人々にとっ
て課税前所得の1単位の増加分はその増加分だけの給付額の減少とい う結果となる。この場
合、低所得層の就労インセンテ ィブを損ない、税制や社会保障制度が 「失業の罠」、「貧困の
罠」 を惹起 し、ひいては税や保険料負担を増大 させて 「高い労働コス ト」につながるとの指
摘がある(1',。
また、限界税率は税制および社会保障制度が人々に与える意思決定.Eの歪み とも関連 して
いる。超過負担は近似として税率の2乗に比例 していることが知 られており、より高い限界
税率はより高い超過負担を生 じることになる。効率性の観点か らも高い限界税率が人々の就
労に関する意思決定に大きな歪みを与えることが示唆される.負の所得税 では給付額が所得
の上昇に応 じて徐々に減少 し、課税前所得の上昇に応 じて課税後所得 も必ず上昇する。 した
がって負の所得税の下では以r.のようなデメリットは減殺 されると考えられる。
負の所得税は最適所得税論の理論的枠組みに取 り入れ られている。最適所得税論は、所得
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税制の望ましい限界税率構造を研究する理論である。 しか し、最適所得税論は、負の所得税
を前提 としており、課税最低限以上の.所得を持つ個人に対する最適な限界税率だけではなく、
課税最低限以下の所得を持つ個人も包含して分析を行うことができる。すなわち、最適所得
税論の枠組みを用いて、所得移転を所得の増加につれてどのように逓減 させればよいか、占
い換 えれば移転支出の限界税率をどのように設定すればよいかに関する分析は、最適所得税
論の望ましい移転支出への1つの応用であり、近年その研究が盛んになっている(L:。
2.2租税一移転支出の実際
この項では租税一移転支出の実際として制度的な側面に注目しよう.前項で概観 したよう
な負の所得税の考え方は、欧米諸国において"負 の所得税そのもの"と いうよりもむ しろ、
その考え方を取 り入れた 「給付付きの勤労税額控除制度」 として導入されている。米国E[TC
(EarnedIncomeTaxCredit:勤労所得税額控除).や英国WTC(WorkingTaxCredit;就労税
額控除)・CTC(ChildTaxCredit;児童税額控除)な どはその代表例である。
このような 「給付付きの勤労税額控除制度」は、その名のとおり所得税制上の税額控除で
あるが通常の税額控除 とは次の点で違いがある。
① 「還付方式(refundable)」を採用する。
② 一定の就労条件を満たした者.にのみ適用する,
③ 控除額は、子供の数や所得額などにより変化する。
④ 税額控除額は逓減(phase-out)する。
①の還付方式の採用は、所得が低いために算出税額が税額控除額を下回る場合、その差頷
を還付(所 得移転〉することを意味する。・対照的に課税相殺方式の税額控除の場合、算m税
額が税額控除額を.下回っても、ゼロ税額になるだけである。このように還付方式の税額控除
では、LLI税額と税額控除額の差額を還付することで、負の所得税と同様に課税最低限を ド
回る低所得者に対 し、税制内で内生的に所得移転することができるのである。② と③は、通
常の負の所得税とは異なる点である。すなわち、負の所得税では就労の有無に関係な.く所得
移転 されると考えられるのに対してぐこの勤労税額控除ではその所得移転は就労が条件とさ
れ、非就労者 は何も受け取ることができない。また控除額は通常、子供の数が増 えると増加
する。④の税額控除の逓減が意味するところは、所得が上昇するにつれて税額控除額が徐々
に減額 され、手取り所得が増加し続けるように設計することで、納税者がさらなる就労を思
いと.どまることのないように配慮するとい うことである。
このように、ζの制度は算出税額と税額控除額の差を還付することで、低所得層を支援す
ることを本旨としているが、稼得所得がないと税額控除.を受けることができないため、低所
得層の労働供給を促す効果もあると考えられる。
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3.わが国の実効税率の計測
この節では、わが国の所得税制と生活保護制度における実効税率を計測することで、わが
国における5粗税一移転支出1の現状を把握する。最初に3.1項では実効税率を計測するうえ
で必要 となる各種パ ラメータについて、.生活保護制度 と個人所得税 ・住民税制度を概観する
ことで説明する。3,2項では実効税率の計測結果を示す。3.3項では計測結果から示 される現
行制度の問題点と課題を考察する。
已
三
3.1生活保 護制度 、個 人所得税 ・住民税制度の概要 とそのパラ メー タ
周知のように、わが国では租税制度と移転支出制度は別個 に運営 されている。また前節で
見たような負の所得税や勤労税額控除制度 も導入されていない。そこで、租税一移転支出の
実効税率を計測する際には、税制と移転支出制度のそれぞれについて実効税率を計算 し、そ
れを統合するという形で検証する必要がある,、最初 に生活保護制度について説明 しよう。生
活保護制度は、日本国憲法が第25条において規定する 「国民は、健康で文化的な最低限度の
生活を営む権利を有す る」という理念に基づいて、国が生活 に困窮 している国民に対 して最
低限度の生活を保障するとともに生活困窮者の自立を促す制度である。
生活保護の基本となっている考え方はいくつかの基本的な原理 により示 されている。その
1つが 「保護の補足性」の原理である 〔3'.。すなわち、保護は、生活に困窮する者が能力やあ
らゆる資力等を活用 し、かつ、扶養義務者による扶養や、他の法律による扶助によってもな
お最低限度の生活を維持できないとぎに限 り行われる、とされる。実際、生活保護を受ける
ためには、保護申請者の資産 ・能力の活用の実態を調査 し;保護の要件を満た しているかど
うかを確認する 「資力調査(ミ ーンズ ・テス ト)」を受ける必要がある。この 「資力調査」で
生活保護の受給資格があると認められたときに生活保護を受けることができる。
生活保護の種類としては、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶
助、生業扶助、葬祭挟助の8つがある。この うち、原則 として金銭給付 されるのは、生活扶
助、教育扶助、住宅扶助、出産扶助、生業扶助であり、残 りは原則 として現物給付される。
以下で行う計算では金銭給付される5つの扶助に注目する。なお、これらの扶助のうち、就労
と関連する扶助としては生業扶助があげられる.生 業扶助は、被保護者が生計を維持するた
めの小規模の事業、すなわち生業を営むための経済的援助である。給付の種類として生業費、
技能習得費 、就職支度費がある。 しか し、これらはその必要 とする実態 を調査確認のうえ、
基準額の範囲内における必要最小限度の額が計上 されるので、被保護者の置かれた状況に依
存する。本論文においては、簡単化のために、最低生活費および実効税率を計算する.際には、
生業扶助と出産扶助を除外 し、生活扶助、教育扶助と住宅扶助のみに注目することとする。
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生活扶助、教育扶助と住宅扶助について、計算で扱うパラメータを示 しながら簡単に説明
しよう。生活扶助 は、各扶助の うちで最 も基本的な扶助であり、「衣食その他の日常生活の需
要.」を満たすための給付として行われる。基準生活費は世帯単位で算定 される。また基準生
活費は、全国を1-3級地、さらに各級地を2区分の枝級地に分け、それぞれの地域に応 じた
級地の基準額により決定される(4;。生活扶助の基準額(月額〉は(D式 のように計算できる。
生活扶助基準額=第1類(個 人単位 での計上額)+第2類(世 帯共通の経費額)
+地 区別冬季加算(11～3月の5ヶ 月)
+期 末一時扶助費(12月のみ)+各 種加算
(i;
第1類 は個 人単位で計上 され る額 で あ り、各級地 と世帯構成 員の年齢区 分別 で額 が異な る。
また第2類 は世 帯共通の経 費額 であ り、各級地 と世帯 め構成 人員 によ り額 が異 な る。地 区別
冬季 加算 は冬季 の11月か ら3月 まで において、寒冷地区別 、世帯 人員別 に設定 され る。期末
一 時扶 助費 は世帯構成 員1人 当た りで定め られて お り12月に支給 され る。各種加 算は 、妊産
婦 や障害者 のよ うに特別 の需要 を持つ者 に対 しこれ を充足 させ る趣 旨で設定 され ている。
1つの数値例 を示 そ う。例 えば東京都 新宿 区(1級 地 一1)に居住 す る標 準3人 世帯(33歳
男 、29歳女 、4歳 子)の 場合 、第1類106,890円(夫;40,270円、妻:40,270円、子:26,350
円)、第2類53,290円(3人世帯〉、児童養育加算5,000円とな り合算す ると165,180P9(月額)
にな る。 さらに11-3月 について は地区別 冬季加算4,770円が、12月に期末.一時扶助費42,.540
円(14,180×3人)が加算 され ることに.なる。
次 に教育扶 助 と住宅扶 助 につ いて見てみ よう.教 育扶助 は義務教育 で ある小 中学校 におい
て行 われ る教青 に必要な費用 と して、学用品等 につ いての基準額 、教 材代 、学校教育 費お よ
び通学 のための交通費等 を支給 す る。基準額 は小学校2,150円、中学校4,180円で.ある。 この
基準額 が想定す る世 帯に該 当者 がい る場合 、最低生活 費に加 えられ る。irk扶助 は、家賃 」
間代 ・地 代等の費 用 と、住宅の補修 その他維持 に要 する費用につ いて支給 され る。 ここでは
基準額 と.して13,000円(1級地 及び2級 地の場合。3級 地 の場 合 は8,000円で ある)を 最低生
活費 に加 えるこ ととす る。
この ように計算 された各扶助 の基準額の合算 が最低生活 費 とな るが、実際 に支給 され る額
は、最低生活 費か ら収入額 を引 き、控除額 を足 したもの となる(図1・ 矢 印の左側参照)。 こ
の控除 に は、勤労控 除、実費控除 、その他の控除 がある。勤 労控除 は、収入認定 を行 った後
に、勤 労 によって得 た収入の一 部 を勤労 に必要 な経費 と して計算 し、受給 額 にその ・部 を上
乗せ す る制 度で ある。実額控除 は通勤費や所得税 ・社会保険 料 など勤労 に伴 う必要 な実費 を
控除 す る。図1・ 矢印の右側 か らわか るように、勤 労控 除が適用 され ると、現実の消費 可能
額 は最低生活費 に勤労控除額 を上乗せ した額 にな る。
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出典 『新版 ・社会福 祉学晋双書」編集:委員会編(2σ06>を参考.に.筆者作成 、.
勤労控除は基礎控除、特別控除、新規就労控除、未成年.者控除か らなる.基礎控除は勤労
意欲を促進するために、勤労に伴い必要と..なる被服、.身の回り品、職場交際費等の支出を補
うことを目.的としており、控除額は勤労収入.に応 じて増加する算定方式が採用 されている。
具体的には、1級地に居住している月収24万円以上の.者..(.1人目)に対 して上隈である33,190
円の控除が認められる 〔57。後で見るx.うに、.こ.の基礎控除は生活保護受給前後での手取 り所
得の逆転を防.ぐ役割も持 っており.、就労 イ.ンセンティブを与.える.ものとなっている。
特別控除は賞与などの収入に対応 しており、...基礎控除を補足す.るものであり、勤労状態を
考慮 して年間を通 じて一定隈度の範囲内で認められ.る。.…新規就.労控除は中学校を卒業 して新
規.に継続性のある職業に従事.した場合等の特別.の経費に.対応=しており、新規就労後6ヶ 月間
.に限.iり弓定額を控除することができる』..未成年者控除は将来本人及びt帯 員が自立できるよ
うに未成年者の需要に対応 .しており、20歳未満の者が就労 し.で.い.る.場合には、その勤労収入
から一定額が控除できる。..レたがつて勤労控除は収入を得.るための必要経費であるとと.もに
勤労イ.ンセ.ンティブを与えるもの.と.なっている6こ のように、生活保護制度.から計算 される
移転後所得は、生活扶助、.教育扶助、住宅扶助からなる最低生活費に.収入に応 じた勤労控除
を加.えた額に.より決定 され ること.になる。.
最後に個人所得税.・.住民税について見てみよ.う。..全.ての.所得が給与所得のみ.か.らなると仮
定すると、.個人所得税..・∵住民税にお1いて必要なパ ラ.メ「タ.は、それ.それの課税最低限.を構成
す る給与所得控除(s1、各種人的控除(基 礎控除、配偶者控除、扶養控除、特定扶養控除).と
社会保険料控除:.(?1..となる。給与所得控除 と社会保険料控除は個人所得税 と個人住民税で共通
であるが、人的控除.に関 し.ては額が異なるこ.とに注意が必要である 〔8)。例 えば冠.個人所得税
が基礎控除,配偶者控除、扶養控除などが38万..円.であるのに対し.て、.個人.住民税ではそ.れそ
れ33万円である。 し.たがうて、.課税最低限は個人住民税の方が低くな.る、
.以上のような所得控除が給与収入から引かれること.で課税所得が算出 される。これ らの課
税所得 に対 して個人所得税 ・.住民税それぞれの税率表が適用されることで所得税 と住民税の
算出税額が計算 される19;。さらにそれぞれに対 して平成.17年度改:正.で2.分の1に縮小 された
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定率減税も考慮 している。 したがって税制の実効税率は、所得税 ・住民税それぞれの法定税
率表だけではなく、所得控除の控除率の変化にも影響することになる。
3.20f測結果
以上の生活保護制度 と個人所得税 ・住民税制度に対 して次のような仮想的な世帯に対する
実効税率を計測する。想定する仮想的な世帯は、独身者(30歳男;東 京都新宿区在住)、標
準3人世帯(33歳夫、29歳妻(専 業主婦〉、4歳子:東 京都新宿区在住)、標準4人世帯(35
歳夫、30歳妻(専 業主婦)、9歳小学生、4歳子;東 京都新宿区在住)、老人2人 世帯(68歳
夫、65歳妻;東 京都新宿区在住)で ある。これらの世帯はあくまで も仮想的な世帯であり、
必ず しも実際の税制、移転支出制度を完全に再現することはできないことは言 うまでもない。
しかしながら、ある一定の仮定のもとでわが国の租税一移転支出制度の実態 を表すものとな
るであろう。
独身者と標準3人世帯の課税(移 転)前 一課税(移 転〉後所得 が図2と図3にそれぞれプロ
ットされている。なお、図には描かれていないが、標準4人世帯や老人2人世帯についても
図2、図3のように描 くことができ、上記の世帯においても生活保護と個人所得税 ・住民税は
その水準は異なるが同様の形状となることが分かっている。
図2独 身者の場合
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生活保護 の場合
.'.….一一.45度線
一一一一一一 所得税 ・住民税の場合ノ
.ダ ジ,ゆ
500,000 i,oao,ooc
課 税(移 転)前 所 得
1,500,000
i
45度線は、課税 も移転支出も行われず課税(移 転)前 後で所得が同 じ場合を示 している。
実線は生活保護を受けた場合を示 している。実線と縦軸の交点が生活保護における最低生活
費であり、独身者の場合1,190,030円、標準3人世帯の場合2,204,550円である。実線と45度
線が交差する点は生活保護の損益分岐点である。すなわち課税前所得が損益分岐点以下であ
れば課税後所得は課税前所得以上の水準となる。独身者の場合、損益分岐点は148.9万円とな
一49一
租税門移転支出の実効税率
り、標準.3人世帯の場合257.9万.円であるU。}。生活保護(実 線)に おいて、最低生活費から
損益分岐点にかけて課税後所得が上昇 し.ているのは、勤労控除の基礎控除額が課税前所得の
上昇に応 じて増加するためである。
.図3:標準3.人.世.帯の場合
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税制による課税前一課税後所得の変化に話を移そう。個人所得税 ・住民税 は点線により描
かれている。独身者の場合、個人所得税の課税最低限は144.4.万円、個人住民税の課税最低限
は10&8万円である。また標準3人世帯の場an.個人所得税の課税最低限は220万円、個人住
民税の課税最低限脚 瑚 ζケる
.〔1%.Pながつて・.課税前所得が図2では108.8Tifsl・図3
では195万円を越 えちと、点線は45度線 よ.めも下方仁描かれ:ること.ピなゐ.5..
3.3計測結果 か らの問題点 と課題.
上記g?計測結果を整理 し、.生活保護0)就労インセンティブとい う観点及び税制 と生活保護
鞭 間の整群 ζし.卯?ρ 点について問題点を搦 しよう・最初1こ・生蘇 護蝋 労イン
センティブに注目する。前項でも述べたように勤労控除の基礎控除により課税前所得の上昇
に応 じ℃搾除額が増加する.ことで就労インセンティブが与えられてお り、手取.り所得 の逆転
現象などはおきていないと考えられるポ....しか しながら、この控除額の増加方法には、段階的
な控除額の引き⊥げという問題点が存在する。すなわち、生活保護は所得の上昇に応 じて...・
定率で段階的消失するのではな.く、.ある課税前所得範囲に.おいて7一定額の控除額.を認 めると
いう方法で控除頷を増加 させ る。..これは、図.2.や図.3.においても実線が横軸 に平行な部分.と不
連続にジ.ヤンプする.部分.と.い:.う階段型の.形状 をしている.という.点から理 解で.きるであ:ろう.。
横軸に平行な部分では実効限界税率は100%であり、課税前所得が増加 しても課税後所得は
増加 しない。それに対 して縦軸に平行であり不連続にジャンプする部分では限界税率は一C。
50一
租税一移転支出の実効税率
となっており、課税前所得の増加以.上に課税後所得は増加することになる。
また、この階段型の形状を直線で近似 し、生活保護の実効限界税率を計測.してみると、独
身者で100万円前後の課税前所得がある場合に約84%、12G万円前後の課税前所得がある場
合に約9.3%の実効限界税率に直面 してい.ることがわかる。これは図2・図3において、実線
の傾きが所得.の上昇に応 じて緩やかに.なることか らもわかる。 このように生活保護受給者は
課税前所得の増加に応 じて、実効限界税.率.も上昇する状況.に置かれて.お.り、かなり高限界税
率に直面.しているといえる。
埋橋(1999)はOECD24ヵ国の国際比較により、わが国の公的扶助制度は就労インセンテ
ィブに対 して、オース トリア、ス.イス、スウェーデンやアイスランドとともに厳 しい取 り扱
いをしていることを指摘している。 また、玉田 ・大竹(2004)で:.は米国の公的扶助制度であ
るTANF(TemporaryAssistanceforNeedyFamilies;貧困家族一目寺扶助)と わ.が国の生活
保護制度 を比較 し1制度としてTANFの方が就.労促進.的であることを示 してい る。2節で見
たように、このような100%に近い高限界税率は就労インセンティブを阻害 し、人々の意思
決定に大きな歪みを生じさせるという問題.を抱える。.
次.に生活保護制度と所得税 ・住民税の制度間の整合性に注.目してみよう。3.2項からわかる
ように、所得税 ・住民税の課税最低限と生活保護の最低生活費 ・損益分岐点間には差が存在
している。例えば独身者に油目すると、.所得税の課税最低限(114.4万円〉と生活保護の最低
生活費..(i19.万円)は ほとんど同.じ水準 とな.6.ている.が、税制の課税最低限.(108.8万円)と
生活保護.の損益分岐点(148.9.万円)に は大 きな差が存在する.と.いえよ.う。.
.このよ.うな差は正当化さ.れる.だろうか。3,i項でみたよ.う.に、生活保護受給者は資力調査を
受け.、最低限の生活を満たすためめ補足部分.として生.活保護 を受け取 る.のに対 して、非受給
者は給与所得が.少ないとしても.、それ以外の、例えば資産.などの保有により..生活を.維持でき
ている可能性があるという点.から説明できるかもしれない6こ のような場合、先活保護受給
者とare給.者で同じ課税前所得に直面 したとして.も、.その背後にある経済状態が.異な6て.お
り、制度間の差.または生活保護受給者に対する優遇があっても当然と.考えることができ.よ.う。
しか し、もし.も.生活保護の対象者tは 経済状態が等 しい者であるにも.か わらず、.何ら
かの理由.で生活保護を.受けていない.(受け.ることがで き.ない)人 が存在する.場合 このよう
な制度間の差 は水平的公平の観点から正当化することはで きない。..また、.同じ経済状態の者
に対 して生活保護の方が優遇 されているならば、生活保護 を受けようとする誘因を生 じさせ
ることにもなる.。
次節では以上の問題点を念頭に置き、.低所得者の生活保護受給め実態 について検証 し`.負
の所得税のような租税一移転支出の有用性についてより深 く議論する.。
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4.わが国における租税一移転支出制度の必要性
この節では、前節での計測結果からの問題点をうけて、わが国におけるE租税一移転支出"
制度、特に勤労税額控除制度の導入の意義について考察する.4.1項では実効税率以外の点か
ら生活保護の実態を検証する。特 にここでは捕捉率の問題 と受給者の分布について注 目し、
就労が可能な低所得者への.支援の必要性について考察する。次に4.2項では移転支,'fSをなぜ税
制内で行 うメリットについて考え、わが国における就労税額控除制度の導入を展望する。
4.1生 活 保 護 制 度 の 実態
最初 に生 活保護の 「捕捉 率」の問題 を考察 しよ う。生活保 護の 「捕捉率」 とは、本来受給
資格の あ る貧困者の 内で実際に生活保護 を受給 してい る割合 の ことである。生活保 護が低 所
得世帯 の一部 しか カバ ーで きていな ければい ないほ ど、 この数値 は小 さくなる。現 在、政府
による捕 捉率 の発表 はないので 、多 くの研究者 が低所 得世帯 と捕捉率 の推 計 を試 みて きた。
この分野の先行研 究 としては、和田 ・木村(1998>、埋橋(1999)、駒村(2003)などが存在
す る。
和田 ・木村(1998)は 「国民生活基礎調査』(1.985年以前 は 「厚生行政基礎調査報告』)か
ら得 られ る 「非保護 世帯1世 帯 当 りの世帯 人員別 平均消費額 」「全世帯 の世帯 人員別消 費階級
別世帯 数分布」 「全世帯Jな どの データを用いて、1954年か ら1993年までの低消費世帯率、
世帯保護 率 と捕捉率 を算出 してい る。彼 らに よれば 、捕捉率 は最大14%に 過 ぎず、80年代以
降 一層低 下傾 向 にあ り、1993年に おいて6.2%と推 計 され て い る。 また、駒村(2003)は
T全国消 費実態調査 』1984年、1989年、1994年、1999年の個票 デー タを用 いて広義の低所得
世帯率 を推 計 し、その後に捕捉率 を計算 してい る。広義の低所得世帯 率は1984年が10.43%、
1989年が4.02%、1999年が9.44%、1999年が9.32%であ るのに対 して、捕捉率は1989年が
16.51%、1989年が25.22%、1994年が12,02%、1999年が18.47%であると推定 されている。
この よ うに生 活保護の捕捉率 に関す る先行研究 を概 観す ると、捕捉率 は概ね25%程 度 と推
計 され よう。捕 捉率 がこの ように低 くな る原因 として は次 の よ うな点が考 えられ る。1つ は
申請側 に起因す る ものであ る。受給可能.者が制度 に対す る知 識不足や誤解 などによ り、受給
申請 を して こなかった ことが考 えられ る。 また、国民の 間には、保護受給 を権利 としてで は
なく社会 に迷惑 をかける もの ととらえる傾向 が強 い一一・方 、保護 の受給者 を白眼視す る人 々 も
少 な くない。 この よ うな状況 下で、保護受給に対 す る自尊心 が許 さない などの ステ ィグマの
問題 も存fif.すると考 え られ る。
もう1つ は 「保 護の適正 化」に よるものであ る。 「適正化」の きっかけは暴 力団員の生活保
護 不正受給 防止で あ り、 この結果、本人や親族の資 産 ・収 入調査 をよ り厳 密に行 うよ うにな
L
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った。.これがプライバシー侵害のおそれにもつなが り、要保護者側の申請意思 を萎縮 させた
ため、被保護人員の急激な減少を.招いたと考え.られ.るt/z:。
さらに生活保護受給者の分布について注目.してみよう。図4には被保護世帯の構成比の内
訳を示 してい.る。図より被保護世帯の中で高齢者世帯と傷病 ・障害世帯が大 きな割合 を占め
ていることがわかる。母子世帯やその他の世帯はそれぞれ10%程度であり近年大 きな変化は
ない。また図5は被保護世帯の世帯区分別に労働力の類型 を示 したものである。図から分か
るように、全受給者のうち、労働 している.者.は約1⑪%である。.こ.れは1図4で 見たように高
齢者世帯、.傷病 ・障害者世帯の割合が高いのに舛 して幅.比較的就労が可能と考えられ る母子
棋帯やその他の世帯の世帯数が少ないことが影響 して.いると.考えられる、,
図4生 活保護受給者の世.帯分布
.傷病 高齢者世帯
47%
図5.生活保護受:給者の労働力類型.
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捕捉率の問題 と生活保護受給者の分布.を合わせて推察すると1現在:保護 されている世帯は
高齢者 、傷病 ・障害者などであり、逆に保護 されにくい世帯は失業者世帯または就業者がい
る世帯、すなわちworkingpoorであるといえよう。現行劣活保護制度の基本原理 ・原則の下
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では、就労可能であるが一一時的な経済的貧困状態にある者に対する支援を行うことは難 しい。.
補足性の原則の下で厳格な資力検査が行われ、働 く能力の..ある者に対する保護が制限されて
いるためである。このように考えると、現行生活保護制度において改革が検討 されるべき点
としては、就労が可能であり.ながら経済的貧困状態にある者に対す る所得移転をどのように
行 うかであるといえよう。.
4.2わ が国 における就労税額控除導 入の展望
就労可能であり、現在.....・時的.に.貧困状態にある者に対する移転支出としては、"租税一移転
支出"制度導入による支援策が考えられる。.ここでは特に.就労税額控除制度導入の展望を考
察する。
'租税一移転支出"制度 により、税制と移転支出 を統合することでこれまで考察してきた問
題点の多くは解消 されると考えられる。特に就労可能な貧困者に対 しては就労インセンティ
ブへの醜 が重要となるであろう・轡:騨 率の高さは・課税前所得の上昇によ・z一定
割合を減少させる方法により函 群 鰍 準に郷
,ことが可能である瀦 外国の伸駿
ると・例えば・細 照 の逓減噸1轡 塑 増加に対して控騨 は約21セント減少し(実
効限界税率が約21%である)・英騨 ¢騨 段階では!ボンドの増加に対 して騰 頁が
37ペンス渤 する(実効限界税率樫%
:聯!よ.うに設計されている・糸勺21%や37%と
い・た水準はわが国の約80一90%輩摩 れ膿 耀 界榊 よりもかなり低いことが分か
る。また、わが国がある所得範囲水準で....淀の控 除額を認めるのとは異なり、これらの制度
では所得の増加に対 して比例的に減少する段階的消失の方法が採 られる。勤労税額控除制度
では、労働すれば労働するほ.ど手取..り所得が増えるよ..うに設.計.しており、workingpoorに対
する経済的な支援を行うことができるの騨.や踏 、.ら.些1鱒!:ζ衡 苅 鞭 力軸 されて
いるので・鞭 問の整誰 も保た樋
.や銚 匹...
また、税制内で移転支出制度 を行.うことで、.高い捕捉率(受 給率)と 低い行政費用が期待
できる・米国EITCは騨 岬'r
.≒脚r哲 咬 働 ⑭.(1998)..によ抵 ・IT・
の適格者g)88-86の人が理TCを受け取づで蒔る♂と.れば畜..通常:こめよ うな勤労税額控除
は納税申告時に税の申告 と同時に行.わ.れるt:1...資ガ調査な...しz:請求で ぎ:1...1費用やス.ティグ
マが少ないためと考えられる。本論文で:は」...わが国の生活保.護の就労者への捕捉率が特 に低
い現状 を厳格な資力調査、制度に関する無知およびスティグマ という点か ら説明 した。勤労
税額控除は不正な受給を防.ぐ一定の基準や資本所得の.水準がある程度以下であれば受.給で き
る。また、税制内の移転支出であるためスティグマが少ない。 このようなメリットにより、
workingpoorへの所得移転を可能にし、より多くの低所得者へ と再分配が行われることにな
るのである。
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5...お.わりに
?
?
、
聯 文は湘 税『移轍 脚 聯 および串捜 に湘 し・.拶国の欄 やよび擁 支出鞭
の現状を実効税率の観点から考察してき咋。特に実勲税率の観点から問題にtdるのは、生活
保護制度の限界税率の設定方法 とその限.界税率の高さであった。また生活保護制度と税制の
整合性 も1つの論点である。 さら1に本論文では、生活保護制度の捕捉率の低 さと受給分布の
偏 りを指摘 し、特に一時的な経済的貧困者などの就労する能力を持つ ものに対する支援のた
めに、わぶ国においても税制と移転支出制度を統合ずる負の所得税の考えを取 り入れた勤労
税額控除制度 を導入す る必要性 を主張 して.きた。.
最後に勤労税額控除制度導入の問題点と今後の研究翠零を鐸示 しよう。米国や英国.におけ
る勤労税額控除制度の導入は、税制における所得控除から稀額控除への改革の中で行われて
きた。それに対してわが国の現行所得税制は所得控除を中心としている。 したがって、勤労
税額控除制度導入の前提として、現状の所得控除の整理や課税最低限の設定を含め税額控除
への改革 を行うべきかどうかも1つ⑳論点となる』また勤労税額搾除自体が、低所得層への
支援であるため、その財源は中高所得層の負損 となう。さらに税額控除が限界税率に関係な
くすべての人に一定の税額を控除するの.に対 しZ,所 得控除は控除額が限界税率 に依存する
(控除額富限界税率×所得控除額 となる.).たφ.、税額控除トの改革が行われれば隈界税率の高
い高所得層の負担は現状より増えるであろう。このようfa高所得層.の負担増が正 当化 される
かどうかも課題となる。
また1本論文は、わがnの 現状把握に主眼をおいたたあ 、勤労税額挫除の規模やその形状
についてぽ何 も指摘してこなかった。より正確な改革案を提示するためにば最適所得税論の
フレームワークに基づきシミュレーション分析による定量的な評価 も必要 となろう?以rの
諸点については.今後の課題 としたい、
】?
?
ー
ー
?、〜
?
?
?
?
【
?
?
?
(4)
(5)
内閣府..(zooz)p.4参照。
この分野のサーベイとしてはKaplow(2006)、高松(2006)を参照.
「保護の補足性1の 原理の他にも、基本的原理とし.て「国家責任による最低生活保障」.の原理、
「保護請求権無差別平等」の原理、「健康で文化的な最低生活保障」の原理がある。詳しくは1新
版 ・社会福祉学習双1.編 集委員.会編(200fi)参照。.
i級地は大都市およびその周辺地域であり、2級地は中都市およびそ.の膚辺地域、3級地がその他の
市町村である。
月収が0.円から24万円の間の.者に対しては、4.⑪00円刻みで細かく控除額が決められている.
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(6)給与所得控除は、給与収入を稼得するための必要経費であり、以下のように算定される。
給与収入 o-iea万円 180^360万円. 360^66C万円 880^1、000万円 1,000万円 ～ 最低控除額
650,000円給与所得控除額 aoi 30 zo% 10% 5%
(7>社会保険料控除に関しては、財務省財務総合政策研究所編(2006)を参考にして給与の収入金額
め階級別に次の通 りの社会保険料を.支払ったとして算定 しているご
給与収入 900万円以 下 1,500万円以 下 1.500万円超
社会保険料控除額 iai 4賜ギ54万円 114万円
一
(8)
(9;
個 人住 民 税 の 課 税 ベ ー ス は前 年 の 所 得 に つ い て 算 定 した 所 得 金 額 で あ る。 この 計 算 に お い て は 前
年 と今 年 の 所 得 に変 化 が ない と仮 定 し、 個 人 住 民 税 に お け る給 与 所 得 控 除 及 び 十t会保 険 料 控 除 に
つ い て も前 年 分 の 所 得 税 に お い て適 用 され た もの が その ま ま適 用 され る と仮 定 す る.
個 入 所 得 税 と個 人 住 民 税 の 税 率 表 は 以 下 の 通 りで あ る1
所得税の税率表.......住 民税の税率婁.
所得税の課税所得..・税率...
0～330T]F..:.:.ion..、..
330^900万円zo
900^1.β00方円..30%
‡、80Q万円～....3ア%
注;住民税は都道府県と市町村の合計である
(10)独身者と標準3人世帯以外の最低生活費と損益分岐点は以下のよ弓に.なる。標準4人世帯の.最伝生
活費は267,1万円、損益分妓点は.3〔1&.9万.円であ.り、老人2人世帯の最低生活費は164,7万円、.損益
分岐点はisa.3万円である。
(11).狸身者と標準3木世帯塁舛の個人pF得税≒住民税㊧課税量傾限嫉以下の7に なる。標準4人揖帯
.ρ臥 所得税の課鵬 服 ま2833ア円・f:騨が250万円で畝 老人2人世帯の凧 所得税は
156,6万円 、住 民 税 が145、5万円 で あ る。
(12)篠塚 ・川 口(2063).p...i7a参照 』
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